
証拠開示の制度化、検察官抗告の禁止―。
えん罪救済を阻む現行法を見直し、公正・迅速な救済を実現するため

再審法改正を､今すぐに。
(2026.03)

無実を訴えて41年、そしてこれからも—。
再審法が改正されない限り

｢法との戦い｣だ。私の人生は

滋賀県日野町内の酒店店主が1984年末に行方不明となり、後に被害者の遺体と手提げ金庫がそれぞれ同町内
の別の場所で発見され、強盗殺人事件とされた。

1988年、酒店の常連客であった阪原弘さんが犯行を自白したとして逮捕・起訴される。無実を訴えるが、
金庫や遺体の発見場所を案内したとされる引当捜査の結果等が重視され、無期懲役判決が確定。
阪原さんは第1次再審請求（即時抗告審）の審理中である2011年に死亡した。
遺族（妻子）が請求人となった第2次再審請求において、引当捜査時の写真ネガが開示され、捜査の実態と異

なる報告書となっていたことが明らかとなり、大津地裁が2018年7月に再審開始を決定。
検察官の即時抗告に対して大阪高裁も2023年2月に再審開始の維持を決定。さらに検察官が特別抗告をしたが

2026年2月に最高裁は特別抗告を棄却し、再審開始が確定。ようやく再審公判（やり直しの裁判）が始まるが、
無期懲役以上が確定した事件で「死後再審」が始まるのは戦後初。

日野町事件（1984年-）

CASE

請求人・阪原弘次さん（阪原弘さん長男）



えん罪被害者救済の長期化は極めて深刻

再審の具体的な手続規定の明文化が必要

必要な法改正のポイントは次の２点

❶ 確定審で提出されなかった証拠の開示

 70年以上なされていない法改正
 欧米のみならず台湾でも進んでいる再審制度の改革

 2016年、刑事訴訟法等の一部を改正する法律の附則等で
政府における検討について言及

41年事件から

無期懲役確定から

証拠開示まで
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えん罪被害者の早期救済のために 再審法の早期改正 を。
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約8年再審開始決定から

再審手続の長期化、当事者の高齢化 本人死亡、請求人（妻）は88歳

❷ 再審開始決定に対する検察官抗告の禁止

証拠開示のルールがないことと
検察官抗告の繰り返しが問題

 日野町事件から見る再審手続の長期化、当事者の高齢化


